
○　目的

○　事業概要

担当所属名 健康福祉部　障がい福祉課 直通電話番号 64 － 1372

　平成２８年に自殺対策基本法が改正され、同法第１３条第２項において全
ての市町村に自殺対策計画の策定が義務付けられたことから、平成３１年３
月に「京田辺市“生きる”支援計画－京田辺市自殺対策計画」の策定を行っ
た。
　本計画の期間が、令和５年度に終了することから、令和４年度に次期計画
策定のためのアンケート調査、分析等の業務をコンサルタント業者に委託を
行い、実施。そのアンケート結果も踏まえて、令和５年度に自殺対策計画の
策定を行う。

令和５年度
・現況把握（現状と課題の整理・分析）
・関係団体に対する調査
・課題の整理・抽出
・重点施策目標及び数値目標の検討
・計画骨子案・素案の作成
・パブリックコメントの実施
・計画策定委員会の運営
・成果品とりまとめ

（参考）令和４年度
・アンケートの設問設計
・アンケート集計、分析、調査研究
・アンケート調査結果報告書の作成

事業内容

予算額 2,750 千円 新規・拡充
継続の別 継続

令和５年度　当初予算主な事業

事業名 京田辺市”生きる”支援計画策定事業（自殺対策計画）



○　目的

○　事業概要

担当所属名 健康福祉部　障がい福祉課 直通電話番号 64 － 1372

事業内容

　医療的ケア（児）等がどのライフステージにおいても、地域において
主体的に生活ができる環境を整備する。

　医療的ケア（児）等の支援に関わる保健、医療、障がい福祉、保育、
教育等の関係機関や事業所等の関係者が、地域の課題や対応策について
継続的に意見交換や情報提供を図る協議の場として、「京田辺市医療的
ケア児等連絡協議会」を設置する。

予算額 299 千円 新規・拡充
継続の別 新規

令和５年度　当初予算主な事業

事業名 医療的ケア児等支援に係るネットワーク構築事業



○　目的

○　事業概要

担当所属名 健康福祉部　障がい福祉課 直通電話番号 64 － 1372

　障害者総合支援法第８８条に基づき、障害福祉サービス等の提供に関
する具体的な体制づくりやサービス等を確保するための方策を示す実施
計画である「障害福祉計画」、障害児福祉法第３３条に基づき、障がい
児通所支援及び障がい児相談支援の提供体制を確保するための方策など
を示す実施計画である「障害児福祉計画」の策定を行う。

　令和２年度に策定した「第６期障害福祉計画」・「第２期障害児福祉
計画」の計画期間が令和５年度に終了することから、その進捗状況や社
会情勢の変化等に応じた「第７期障害福祉計画」・「第３期障害児福祉
計画」（令和６年度～８年度）」の策定を行う。

＊委託業務内容
　・基礎的諸資料の収集整理及び分析
　・当事者団体等や障害福祉サービス事業所に対する調査・分析結果に
　　基づく計画骨子案作成
　・計画素案の作成、とりまとめ
　・計画策定委員会の運営支援
　・パブリックコメントの実施支援
　・関係法令と計画書の整合支援
　・成果品とりまとめ

事業内容

予算額 4,000 千円 新規・拡充
継続の別 継続

令和５年度　当初予算主な事業

事業名 障害福祉計画・障害児福祉計画策定事業



○　目的

○　事業概要

◆伴走型相談支援
　妊娠期から子育て家庭に寄り添い、出産・育児の見通しを立てるた
め、妊娠届出時、産前、赤ちゃん訪問での面談を行い、継続的な情報提
供を行うことを通じて必要な支援につなぐ。

◆経済的支援
＜対象者・給付額＞
◎出産応援ギフト：令和4年4月1日以降に妊娠届を出された方
　妊婦１人あたり　　50,000円

◎子育て応援ギフト：令和4年4月1日以降に出生した児童を養育する方
　出生した児童１人あたり　　50,000円
　

令和５年度　当初予算主な事業

担当所属名 直通電話番号 64健康福祉部　子育て支援課

継続千円36,495

はぐはぐ出産・子育て応援事業事業名

予算額

1377

事業内容

－

新規・拡充
継続の別

　核家族化が進み、地域のつながりも希薄となる中で、孤立感や不安感
を抱く子育て家庭も少なくない。
　そのような中で、全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てが
できるよう、妊娠期から出産・子育て期まで一貫して身近で相談に応
じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型支援の充実を図る
とともに、妊娠届出や出生届出を行った妊婦・子育て世帯に対し、出
産・子育て応援給付金を一体的に実施し経済的支援を図る。



○　目的

○　事業概要

担当所属名 健康福祉部　高齢者支援課 直通電話番号 63 － 1307

　高齢者のデジタル格差解消を目的としたスマホ講習会事業を教室型
（委託事業）と出張型（補助事業）の２本立てで実施することにより、
より多くの高齢者が講習会に参加し、高齢者がスマホを利活用すること
により安心で便利な生活を享受できることを目的とする。

１．教室型スマホ講習会(委託事業)
　令和４年度にＷｉ－Ｆｉ設備を導入した体操拠点施設(オレンジルー
ム、常磐苑、宝生苑)において京田辺市シルバー人材センターへの委託事
業によりスマホ講習会を行う。
　・講習回数　　１２クール
　・実施場所　　オレンジルーム、常磐苑、宝生苑（各４クール）
　・講座数　　　４講座／クール
　・定員　　　　７名／クール（講師２名配置）
　・参加費　無料
 
２．出張型スマホ講習会(自治会への補助事業)
　シルバー人材センターにおいて実施しているスマホ講習会事業に自治
会が講習会を依頼した際にかかった費用の一部を補助する。
　・補助率　　　受講料の１／２
　・補助回数　　２回／年度
　・補助対象者　４２区・自治会
　

事業内容

予算額 1,283 千円 新規・拡充
継続の別 拡充

令和５年度　当初予算主な事業

事業名 高齢者デジタルデバイド（格差）対策事業（スマホ教室）



○　目的

○　事業概要

○　実施方法

接種対象者：＜定期接種＞
　　　　　　　小学６年相当から高校１年相当までの女子
　　　　　　　　※標準的接種･･･中学１年相当～高校１年相当女子
　　　　　　＜キャッチアップ接種＞
　　　　　　　令和５年度中に１７歳～２６歳になる方
　　　　　　＜費用助成＞
　　　　　　　令和５年度中に１９歳～２６歳になる方
接種回数　：３回／人（９価ワクチンについては、１５歳未満で１回目
　　　　　　　　　　　を受けた場合に限り２回）
実施時期　：通年
実施時期　：通年
接種場所　：委託医療機関
勧奨方法　：＜定期接種＞
                   中学１年対象者へ接種済証・予診票の個別送付
　　　　  　＜キャッチアップ接種＞
　　　　　　  　   ホームページ、広報に掲載予定。
　　　　　　＜費用助成＞
   　　　　　　　　ホームページ、広報に掲載予定。

担当所属名 健康福祉部　健康推進課 直通電話番号 64 － 1335

　子宮頸がんの発症に関係するヒトパピローマウイルスの感染を予防し、子
宮頸がん罹患者数が減少することを目的にする。

　国の積極的勧奨が再開されたＨＰＶ（ヒトパピローマウイルス感染症）ワ
クチン接種について、定期接種および積極的勧奨の差し控えにより接種機会
を逃した方に対し、公平な接種機会を確保するため、時限的に従来の定期接
種の対象年齢を超えて接種(キャッチアップ接種）を行う。（対象者:令和５
年度中に１７歳～２６歳になる方）
※２価・４価ＨＰＶワクチンより多くのＨＰＶ遺伝子を標的としている９価
ＨＰＶワクチンを導入し、１５歳未満で、１回目を受けた対象者について
は、２回接種も可能となる。
　また、キャッチアップ接種対象者のうち、定期接種の対象年齢を過ぎて２
価あるいは、４価のＨＰＶワクチンの任意接種を自費で受けた方に対して、
当該任意接種の費用の助成を行う。

事業内容

予算額 69,477 千円 新規・拡充
継続の別 拡充

令和５年度　当初予算主な事業

事業名 ＨＰＶワクチンキャッチアップ等接種事業



担当所属名 健康福祉部　健康推進課 直通電話番号 34 － 1965

事業内容

〇目的

　予防接種法や新型インフルエンザ等対策特別措置法に規定されている伝染の
おそれがある疾病の発生及びまん延を予防するための予防接種を国の主導のも
と、身近な地域において接種が受けられる仕組みを構築し、円滑に実施するこ
とを目的とする。

〇事業概要

（１）事業内容
　　　市民が市内で初回接種（１～２回目接種）や令和４年秋開始接種（オミ
　　クロン株対応ワクチンによる３～５回目接種）、それに続く（仮称）令和
　　５年度開始接種ができるように接種体制を整備・確保し、ワクチン接種
　　（個別接種）を実施する。
　　（接種券の郵送、医療機関へのワクチン配送、各種問合せへの対応など）
　
（２）対象者
　　初回接種（１回目・２回目接種）：生後６か月以上
　　令和４年秋開始接種（オミクロン株対応ワクチン接種）：初回接種を完了
　した１２歳以上の者
　　（仮称）令和５年度開始接種：政府により接種対象者を検討中
　　（原則、居住地において接種を受けられることとし、接種を受ける日に、
　　住民基本台帳に記録されている者が対象。）

（３）実施期間
　　　令和５年４月１日～令和６年３月３１日予定
　　　（※ただし、国の方針により変更となる場合がある。）

（４）実施場所
　　　市内医療機関
 

予算額 124,282 千円 新規・拡充
継続の別 継続

令和５年度　当初予算主な事業

事業名 新型コロナウイルス感染症予防接種事業


